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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
導電部材を有する基体に発光素子の電極を接続する工程と、
アルミニウムを含む粒子状の第１波長変換部材と、アルミニウムを含む被覆部材によって
表面が覆われた粒子状の第２波長変換部材と、アルミニウムを含み、粒径が前記第１波長
変換部材及び前記第２波長変換部材の両方の粒径より小さく、アスペクト比が前記第１波
長変換部材及び前記第２波長変換部材の両方のアスペクト比より小さい充填部材と、を前
記発光素子の表面に電着し、前記第１波長変換部材及び前記第２波長変換部材の粒子間に
前記充填部材が配置された波長変換層を形成する工程と、
を含むことを特徴とする発光装置の製造方法。
【請求項２】
　前記発光素子の表面はアルミニウムを含む導電性の第１被覆層に覆われており、前記波
長変換層を形成する工程の後に、前記第１の被覆層を絶縁性の第２被覆層に変質させる工
程を有する請求項１に記載の発光装置の製造方法。
【請求項３】
　前記波長変換層を形成する工程の後に、前記波長変換層を被覆する透光性樹脂を形成す
る工程を有する請求項１または請求項２に記載の発光装置の製造方法。
【請求項４】
　前記波長変換層を形成する工程の後に、前記導電部材上に形成された前記波長変換層を
被覆する反射層を形成する請求項１から３のいずれか１項に記載の発光装置の製造方法。
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【請求項５】
　前記第２波長変換部材の粒径が前記第１波長変換部材の粒径より大きい請求項１から４
のいずれか１項に記載の発光装置の製造方法。
【請求項６】
　前記第２波長変換部材のアスペクト比が前記第１波長変換部材のアスペクト比より大き
い請求項１から５のいずれか１項に記載の発光装置の製造方法。
【請求項７】
前記第１波長変換部材の粒径が３．０～９．５μｍである請求項１から６のいずれか１項
に記載の発光装置の製造方法。
【請求項８】
前記第２波長変換部材の粒径が５．５～１２．０μｍである請求項１から７のいずれか１
項に記載の発光装置の製造方法。
【請求項９】
前記充填部材の粒径が０．３～９．０μｍである請求項１から８のいずれか１項に記載の
発光装置の製造方法。
【請求項１０】
前記充填部材のアスペクト比が１．０～１．３である請求項１から９のいずれか１項に記
載の発光装置の製造方法。
【請求項１１】
前記第１波長変換部材がＹＡＧである請求項１から１０のいずれか１項に記載の発光装置
の製造方法。
【請求項１２】
前記第２波長変換部材の母材がＳＣＡＳＮである請求項１から１１のいずれか１項に記載
の発光装置の製造方法。
【請求項１３】
前記充填部材が酸化アルミニウムである請求項１から１２のいずれか１項に記載の発光装
置の製造方法。
【請求項１４】
前記被覆部材が酸化アルミニウムである請求項１から１３のいずれか１項に記載の発光装
置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、発光装置の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、発光ダイオード（ＬＥＤ）等の発光素子を用いた発光装置は、発光素子や保護
素子等の電子部品と、それらを配置する基板と、発光素子や保護素子等を保護するための
透光性樹脂とを備える。
【０００３】
　特許文献１には、電着法と呼ばれる方法を用いることで、発光素子に蛍光体粒子を堆積
させ略均一な厚さの蛍光体層を形成する発光装置が開示されている。この発光装置は、発
光素子から出力される光の一部を蛍光体層により波長変換して、その波長変換された光と
発光素子からの光との混色により、白色系の光を発光させるものである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００３－６９０８６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００５】
　しかしながら、電着法で形成した蛍光体層は、用いる蛍光体層の種類によっては発光素
子との密着性が低い場合がある。そこで、電着法で形成した蛍光体層と発光素子の密着性
の更なる向上が望まれている。
【０００６】
　本開示は、蛍光体層と発光素子の密着性が向上した発光装置の製造方法を提供すること
を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の実施形態に係る発光装置の製造方法は、導電部材を有する基体に発光素子の電
極を接続する工程と、アルミニウムを含む粒子状の第１波長変換部材と、アルミニウムを
含む被覆部材によって表面が覆われた粒子状の第２波長変換部材と、アルミニウムを含み
、粒径が前記第１波長変換部材及び前記第２波長変換部材の両方の粒径より小さく、アス
ペクト比が前記第１波長変換部材及び前記第２波長変換部材の両方のアスペクト比より小
さい充填部材と、を前記発光素子の表面に電着し、前記第１波長変換部材及び前記第２波
長変換部材の粒子間に前記充填部材が配置された波長変換層を形成する工程と、を含むこ
とを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の実施形態に係る製造方法によれば、蛍光体層等の波長変換層と発光素子の密着
性が向上した発光装置を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】図１（ａ）は、図１（ｂ）の波長変換部材より粒径が大きい波長変換部材を用い
た発光装置の概略断面図である。図１（ｂ）は、図１（ａ）の波長変換部材より粒径が小
さい波長変換部材を用いた発光装置の概略断面図である。図１（ｃ）は、図１（ａ）及び
図１（ｂ）の波長変換部材よりもアスペクト比が高い波長変換部材を用いた発光装置の概
略断面図である。
【図２】図２（ａ）は、工程１について示す概略平面図であり、図２（ｂ）は、図２（ａ
）のＡ－Ａ線に沿った概略断面図である。
【図３】図３は、工程２－１について示す概略断面図と、点線部内を拡大して示す拡大図
である。
【図４】図４は、工程２－３について示す概略断面図である。
【図５】図５は、工程３について示す概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明を実施するための形態を、以下に図面を参照しながら説明する。ただし、以下に
示す形態は、本発明の技術思想を具体化するための発光装置の製造方法を例示するもので
あって、本発明は発光装置の製造方法を以下に限定するものではない。
【００１１】
　また、本明細書は特許請求の範囲に示される部材を、実施の形態の部材に特定するもの
では決してない。特に実施の形態に記載されている構成部品の寸法、材質、形状、その相
対的配置等は特に特定的な記載がない限りは、本発明の範囲をそれのみに限定する趣旨で
はない。なお、各図面が示す部材の大きさや位置関係等は、説明を明確にするために誇張
していることがある。さらに以下の説明において、同一の名称、符号については同一もし
くは同質の部材を示しており、詳細説明を適宜省略する。
【００１２】
　電着法によって形成された波長変換層と発光素子の密着性は、波長変換部材の粒径と、
波長変換部材のアスペクト比と、に起因する。波長変換層と発光素子２０の密着性が低下
すると、波長変換層が発光素子２０から剥がれるおそれがある。波長変換層とは、粒子状
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の波長変換部材が連続的に繋がった凝集体のことである。
【００１３】
　波長変換部材の粒径が大きいほど、波長変換層と発光素子２０の密着性が低下するおそ
れがある。図１（ａ）及び図１（ｂ）に示すように発光素子２０の表面に隙間なく波長変
換部材１０が形成された場合は、波長変換部材１０の粒径が大きいほど、発光素子２０と
波長変換部材１０とが接触する点の間隔Ｄが広くなりやすい。波長変換部材１０が球体の
場合には、発光素子２０と波長変換部材１０とが接触する点の間隔Ｄは波長変換部材１０
の粒径とほぼ同じ値になる。このため、波長変換部材１０の粒径が大きいほど、発光素子
２０と波長変換部材１０とが接触する点の間隔Ｄが広くなる。発光素子２０と波長変換部
材１０とが接触する点の間隔Ｄが広くなると、発光素子２０と波長変換部材１０とが接触
する点が少なくなるので、波長変換層と発光素子２０の密着性が低下する。
【００１４】
　ただし、波長変換部材１０の粒径が小さいほど発光素子２０から発する光が波長変換層
で散乱されやすい。散乱された光は発光素子２０と、波長変換部材１０とに当たりやすく
なる。散乱された光が発光素子２０と、波長変換部材１０に当たると光の一部が発光素子
２０と、波長変換部材１０に吸収される。このため、光取り出し効率を高くするためには
粒径の大きい波長変換部材１０を使用することが好ましい。
【００１５】
　尚、本明細書において、粒径とは、電気抵抗法によりコールターマルチサイザーII(コ
ールター社製)を用いて粒径分布を測定した場合の５０％粒子径（体積基準）を示す。電
気抵抗法は、分散させた粉体が電極間を通過する際の電気抵抗と粒径との相関性を利用す
る方法であることから、粒子が強く凝集しており一次粒子にまで分散させることが難しい
場合は、凝集した二次粒子の粒径を測定することになる。
【００１６】
　波長変換部材１０のアスペクト比が高いほど、波長変換層と発光素子２０の密着性が低
下するおそれがある。尚、本明細書において、アスペクト比とは、日本工業規格（ＪＩＳ
　Ｚ　８９００－１：２００８）に則り、走査型電子顕微鏡を用いて１００個以上の粒子
を撮影した粒子群の画像から粒子の最大長径と最大長径に直交する幅を測定し、平均の長
径と幅を求め、その比をアスペクト比とする。
【００１７】
　断面視において波長変換部材１０のアスペクト比が１である円形状であれば図１（ａ）
及び図１（ｂ）に示すように発光素子２０と波長変換部材１０とが接触する点の間隔Ｄが
ほぼ同じ距離になりやすい。断面視において波長変換部材１０が円形状よりもアスペクト
比が大きい楕円形状であれば図１（ｃ）に示すように、発光素子２０と波長変換部材１０
とが接触する点の間隔Ｄにバラつきが生じやすい。
【００１８】
　断面視において波長変換部材１０が楕円形状であれば、発光素子２０の表面に対して平
行方向における波長変換部材１０の幅がバラつきやすい。例えば図１（ａ）及び図１（ｂ
）に示すように断面視において波長変換部材１０が円形状であれば、波長変換部材１０が
どの向きに配置されても発光素子２０の表面に対して平行方向における波長変換部材１０
の幅は変わらない。しかし、断面視において波長変換部材１０が楕円形状であれば、波長
変換部材１０が配置される向きによって発光素子２０の表面に対して平行方向における波
長変換部材１０の幅が変わりやすい。
【００１９】
　このため、波長変換部材１０のアスペクト比が高ければ、発光素子２０と波長変換部材
１０とが接触する点の間隔Ｄがバラつきやすい。発光素子２０と波長変換部材１０とが接
触する点の間隔Ｄが広い箇所で、波長変換層と発光素子２０の密着性が低下しやすくなる
。尚、説明のために断面視において波長変換部材１０を円形状や楕円形状としており、実
際の形状は円形状や楕円形状だけでなく略直方体形状や、表面に凹凸がある等の様々な形
状がある。
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【００２０】
　複数の種類の波長変換部材を用いた場合、１種類の波長変換部材を用いるよりも、波長
変換層と発光素子の密着性が低下するおそれがある。複数の種類の波長変換部材を用いる
ことで波長変換層内の波長変換部材の粒径及び波長変換部材のアスペクト比にバラつきが
生じやすい。つまり、発光素子と複数の波長変換部材とが接触する点の間隔が変わりやす
くなる。このため、発光素子と複数の種類の波長変換部材とが接触する点の間隔がバラつ
いた中で広い箇所で、波長変換層と発光素子の密着性が低下しやすくなる。尚、１種類の
波長変換部材でも波長変換部材の粒子毎に波長変換部材の粒径及び波長変換部材のアスペ
クト比が異なるが、複数の種類の波長変換部材を用いることで１種類の波長変換部材より
波長変換部材の粒径及び波長変換部材のアスペクト比のバラつきが大きくなりやすい。
【００２１】
　本実施の形態に係る発光装置は、波長変換層に波長変換部材よりも粒径とアスペクト比
が小さい充填部材を含有させる。充填部材が波長変換部材の粒子間に配置されるので、波
長変換層と発光素子の密着性を向上させることができる。
【００２２】
　２種類の波長変換部材を第１波長変換部材と、第２波長変換部材とすると、第１波長変
換部材と第２波長変換部材とが同じ元素を含むことが好ましい。第１波長変換部材と第２
波長変換部材とが同じ元素を含まない場合よりも、第１波長変換部材と第２波長変換部材
とが同じ元素を含む方が第１波長変換部材と第２波長変換部材の密着性が向上しやすい。
【００２３】
　また、第１波長変換部材と第２波長変換部材とがアルミニウムを含むことが好ましい。
第１波長変換部材と第２波長変換部材とがアルミニウムを含むことで後述する電着工程時
の電着浴液中で第１波長変換部材と第２波長変換部材との帯電状態の違いを小さくできる
。これにより、第１波長変換部材と第２波長変換部材とが波長変換層内で偏りが抑制され
て形成されるので、波長変換層と発光素子の密着性が向上する。
【００２４】
　第２波長変換部材がアルミニウムを含まない場合や、第２波長変換部材がアルミニウム
を含んでいても第１波長変換部材より電着浴液中で帯電しにくい場合でも、第２波長変換
部材の表面をアルミニウムを含む被覆部材で覆うことで、第１波長変換部材と第２波長変
換部材の帯電状態の違いを小さくできる。これにより、第１波長変換部材と第２波長変換
部材とが波長変換層内で偏りが抑制されて形成されるので、波長変換層と発光素子の密着
性を向上させることができる。
【００２５】
　以下、本発明の実施形態に係る発光装置の製造方法の各工程について詳述する。
【００２６】
工程１．基体に発光素子を接続する工程
　導電部材３２を有する基体３０を準備する。基体３０は、図２（ａ）に示すように絶縁
性の支持基板３１と、支持基板３１の上面に設けられる一対の導電部材３２と、を備える
。次に、図２（ｂ）に示すように導電部材３２上に、導電性の接合部材４０を介して発光
素子２０の電極２３を接続する。
【００２７】
　発光素子２０は、保持基板２１と、半導体層２２と、半導体層２２側に備えられた少な
くとも一対の電極２３と、を備えている。また、発光素子２０の一対の電極２３を有する
面を電極形成面２４とし、電極形成面の反対側の面を光取り出し面２５とする。さらに、
保持基板２１が絶縁性である場合は、後述する電着法で波長変換層を形成するために、発
光素子２０は保持基板２１の光取り出し面２５と、電極形成面２４と光取り出し面２５の
間の側面と、を覆う導電性の第１被覆層２６を備える。尚、保持基板２１が導電性である
場合でも、第１被覆層２６を備えていてもよい。
【００２８】
　第１被覆層２６はアルミニウムを含むことが好ましい。後述する波長変換層に含まれる
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第１波長変換部材と、第２波長変換部材と、充填部材と、がアルミニウムを含むため、第
１被覆層２６がアルミニウムを含むことで第１被覆層と波長変換層との密着性が高くなる
。
【００２９】
工程２－１．波長変換層を形成する工程
　波長変換層５０を電着により形成する。第１波長変換部材と、第２波長変換部材と、充
填部材と、を含む電着浴液中に、上記の発光素子を載置した基体を浸漬し、通電させる。
これにより、図３に示すように発光素子２０の表面及び導電部材３２の表面に波長変換層
５０が形成される。図３の点線部内の拡大図に示すように、波長変換層５０は、第１波長
変換部材５１及び第２波長変換部材５２が混合して配置され、第１波長変換部材５１及び
第２波長変換部材５２の粒子間に充填部材５５が配置されて形成される。
【００３０】
　電着浴液は第１波長変換部材と、第２波長変換部材と、充填部材に加えて溶媒と電解質
を含む。溶媒としてはイソプロピルアルコール、アセトン等の非水系溶媒が好ましい。電
解質としては、例えば、硝酸マグネシウム等の公知の部材を用いることができる。電解質
を含む電着浴液の中で第１波長変換部材と、第２波長変換部材と、充填部材と、を分散さ
せることで第１波長変換部材と、第２波長変換部材と、充填部材を帯電させることができ
る。そして、発光素子及び導電部材を通電させると、発光素子及び導電部材の表面に第１
波長変換部材と、第２波長変換部材と、充填部材が堆積し、波長変換層を形成できる。
【００３１】
　また、電解質としては硝酸マグネシウムを用いることが好ましい。電着時の化学反応に
より硝酸マグネシウムは水酸化マグネシウムに変化する。この水酸化マグネシウムが発光
素子と、第１波長変換部材と、第２波長変換部材と、充填部材と、を結着する結着材の役
割をする。このため、更に波長変換層と発光素子の密着性を向上させることができる。
【００３２】
　第１波長変換部材５１及び第２波長変換部材５２は、発光素子２０が発する第一ピーク
波長の光を、この第一ピーク波長とは波長の異なる第二ピーク波長の光に波長変換する部
材である。
【００３３】
　第１波長変換部材５１はアルミニウムを含む粒子状の材料が用いられる。第１波長変換
部材５１の材料としては例えばＹＡＧを用いることができる。第２波長変換部材５２は、
粒子状の母材５３と、母材５３の表面を覆う被覆部材５４とを備える。母材５３の材料と
しては、第１波長変換部材５１と同じアルミニウムを含む部材だけでなく、アルミニウム
を含まない部材も用いることができる。母材５３の材料としては例えばＳＣＡＳＮを用い
ることができる。被覆部材５４の材料としては、アルミニウムを含む部材を用いることが
できる。被覆部材５４の材料としては、例えば酸化アルミニウムを用いることができる。
【００３４】
　例えば、波長変換部材としてＹＡＧとＳＣＡＳＮを用いる場合に、ＳＣＡＳＮはＹＡＧ
より電着浴液中で帯電しにくいので酸化アルミニウム等で被覆することが好ましい。つま
り、第１波長変換部材５１としてＹＡＧを第２波長変換部材５２の母材５３としてＳＣＡ
ＳＮを用いることが好ましい。このようにすることで帯電しにくいＳＣＡＳＮを波長変換
層内に分散して形成することができる。
【００３５】
　充填部材５５はアルミニウムを含む材料が用いられる。充填部材５５の材料としては例
えば酸化アルミニウムを用いることができる。充填部材５５の粒径は第１波長変換部材５
１及び第２波長変換部材５２の両方の粒径よりも小さい。
【００３６】
　充填部材５５は第１波長変換部材５１及び第２波長変換部材５２よりも粒径が小さいの
で、第１波長変換部材５１及び第２波長変換部材５２の粒子間に配置されやすい。充填部
材５５が第１波長変換部材５１及び第２波長変換部材５２の粒子間に配置されることで、
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第１波長変換部材５１と第２波長変換部材５２で形成された波長変換層よりも、第１波長
変換部材５１と第２波長変換部材５２と充填部材５５とで形成された波長変換層５０の方
が、発光素子２０と接触する点が増えやすい。このため、波長変換層５０と発光素子２０
との密着性を向上させることができる。
【００３７】
　また、充填部材５５は第１波長変換部材５１及び第２波長変換部材５２の粒子間に配置
されるので波長変換層５０の密度を上げることができる。このため、充填部材５５を含む
ことで波長変換層自体の密着性が高くなる。
【００３８】
　また、第１波長変換部材５１と第２波長変換部材５２とは充填部材５５より粒径が大き
いものを用いることができるので、充填部材５５と同じ粒径の第１波長変換部材５１と第
２波長変換部材５２を用いた場合よりも、光取り出し効率が向上する。第１波長変換部材
５１と第２波長変換部材５２は、粒径が小さいほど発光素子から発する光を散乱しやすい
。このため、散乱された光が発光素子２０と、第１波長変換部材５１と、第２波長変換部
材５２とに当たりやすくなる。散乱された光が発光素子２０と、第１波長変換部材５１と
、第２波長変換部材５２に当たると光の一部が発光素子２０と、第１波長変換部材５１と
、第２波長変換部材５２に吸収される。これにより、第１波長変換部材５１と第２波長変
換部材５２の粒径が小さいと光取り出し効率が低下する。
【００３９】
　充填部材５５のアスペクト比は第１波長変換部材５１及び第２波長変換部材５２の両方
のアスペクト比よりも小さい。充填部材５５のアスペクト比が大きい場合には、充填部材
５５が配置されている向きによって発光素子２０の表面に対して平行方向における充填部
材５５の幅の変化が大きくなりやすい。発光素子２０と第１波長変換部材５１及び第２波
長変換部材５２とが接触する点の間隔が同じでも、発光素子２０の表面に対して平行方向
における充填部材５５の幅の変化が大きいので第１波長変換部材５１及び第２波長変換部
材５２の粒子間に充填部材５５が配置されたり、配置されなかったりする。このため、第
１波長変換部材５１及び第２波長変換部材５２の粒子間に配置される充填部材５５にバラ
つきが生じやすい。
【００４０】
　第１波長変換部材５１及び第２波長変換部材５２の両方よりアスペクト比が小さい充填
部材５５を用いることが好ましい。充填部材５５がどの向きに配置されても発光素子２０
の表面に対して平行方向における充填部材５５の幅の変化が小さくなる。このため、第１
波長変換部材５１及び第２波長変換部材５２の粒子間に充填部材５５がバラつきなく配置
されやすい。これにより発光素子２０から剥がれにくい波長変換層５０を形成することが
できる。
【００４１】
工程２－２．第１被覆層を変質させる工程
　第１被覆層２６を備えた発光素子２０を用いた場合は、第１被覆層２６を絶縁性の第２
被覆層に変質させる工程を行うことが好ましい。第１被覆層が絶縁性の第２被覆層に変質
することで発光素子が短絡することを抑制できる。第２被覆層に変質させる工程は、例え
ば、温度１３０℃以上、湿度９０％以上の環境下で保持することにより酸化させるなどの
方法で行うことができる。これにより、導電性の第１被覆層２６を絶縁性の第２被覆層と
することができる。尚、第２被覆層は発光素子２０から出射された光を妨げないために透
光性を有する部材が好ましい。例えば、第１被覆層２６の材料がアルミニウムである場合
は第２被覆層は酸化アルミニウムとなる。酸化アルミニウムは透光性を有するので第２被
覆層として好ましい。
【００４２】
工程２－３．反射層を形成する工程
　第１被覆層の絶縁化処理において絶縁化されるのは、発光素子を覆う第１被覆層のみで
あり、支持基板上の導電部材は絶縁化されない。そのため、図４に示すように、電着工程



(8) JP 6288061 B2 2018.3.7

10

20

30

40

50

により導電部材上に形成された波長変換層を被覆する反射層６０を形成してもよい。尚、
反射層６０は光反射部材の凝集体とする。反射層６０は光反射部材を含む電着浴液中に、
発光素子を載置した基体を浸漬し通電させて形成される。第２被覆層２７が絶縁化してい
るので第２被覆層２７覆われている部分には反射層６０が形成されにくい。導電部材３２
の上に設けられた波長変換層５０上には反射層６０を形成することができる。反射層６０
を形成することによって発光素子２０から出射された光が導電部材３２上に形成された波
長変換層５０に吸収されることを抑制できる。
【００４３】
工程３．透光性樹脂を形成する工程
　波長変換層５０及び／又は反射層６０の剥がれを更に抑制するために、波長変換層５０
及び／又は反射層６０を被覆する透光性材料を形成してもよい。さらに、波長変換層５０
及び／又は反射層６０の粒子間に透光性材料を含浸させて含浸層を形成することが好まし
い。
【００４４】
　透光性材料としては、シリコーン樹脂、エポキシ樹脂等を用いることができる。透光性
材料を形成する方法としては、ポッティング、スプレー等を用いることができる。
【００４５】
　また、図５に示すように透光性樹脂７０により発光素子を覆うレンズを形成してもよい
。レンズの形成には公知の方法が用いられる。例えば圧縮成形によりレンズを形成するこ
とができる。
【００４６】
　透光性樹脂７０を形成することで、更に波長変換層が発光素子から剥がれることを抑制
できる。また、発光素子からの剥がれを抑制した波長変換層を形成することで、透光性樹
脂を形成するまでの搬送時等でかかる力によって波長変換層が発光素子から剥がれること
を抑制できる。
　以下、各部材について詳説する。
【００４７】
　（基体）
　基体は、発光素子や保護素子などの電子部品を配置するためのものであり、絶縁性の支
持基板と、支持基板の上面に、互いに離間して形成された少なくとも一対の導電部材と、
を備える。基体の形状は、例えば、厚みが０．３ｍｍ～０．５ｍｍ程度の矩形平板状など
のような上面が平坦な形状を有していることが好ましい。
【００４８】
　支持基板としては、樹脂、セラミック等が挙げられる。樹脂としては、エポキシ樹脂、
シリコーン樹脂、ＢＴレジン、ポリイミド樹脂、不飽和ポリエステル樹脂などの熱硬化性
樹脂や、ポリフタルアミド樹脂、ナイロン樹脂などの熱可塑性樹脂や、これらの変性樹脂
又はこれらの樹脂を１種以上含むハイブリッド樹脂等が挙げられる。セラミックとしては
、アルミナ、窒化アルミニウム等が挙げられる。また、支持基板は単層構造でも積層構造
でもよい。また、これらの支持基板には、当該分野で公知の着色剤、充填剤、強化繊維等
を含有させてもよい。
【００４９】
　導電部材は、発光素子と対面する支持基板の面に設けられる。尚、導電部材は支持基板
の内部、又は支持基板の発光素子と対面する面と反対側の面に設けられていてもよい。こ
の導電部材は、発光素子等の電子部品に外部電源からの電圧を印加するために用いられる
。導電部材としては、銅、アルミニウム、金、銀、タングステン、鉄、ニッケル等の金属
又は鉄－ニッケル合金、燐青銅等の合金等によって形成することができる。また、導電部
材は、発光素子からの光を効率よく取り出すために、その表面が銀又は金などの反射率の
高い材料で覆われているのが好ましい。導電部材の厚みは、例えば、５μｍ～８０μｍ程
度の厚みであることが好ましい。
【００５０】
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　（発光素子）
　発光素子は、支持基板上に形成された導電部材上にフリップチップ実装される。発光素
子の発光色としては、用途に応じて任意の波長のものを選択することができる。例えば、
青色（波長４３０～４９０ｎｍの光）の発光素子としては、窒化物半導体を用いることが
できる。その窒化物半導体としては、ＩｎＸＡｌＹＧａ１－Ｘ－ＹＮ（０≦Ｘ≦１、０≦
Ｙ≦１、Ｘ＋Ｙ≦１）等を用いることができる。発光素子は、フェイスダウン構造のもの
を使用することができる。なお、発光素子を実装していない導電部材上に、保護素子を実
装してもよい。
【００５１】
　発光素子は、導電部材上に半導体層、保持基板の順に配置される。半導体層の導電部材
と対向する面は、一対の電極を備えている。発光素子の電極の形状は略矩形や円形などの
種々の形状に形成することができる。発光素子の電極の材料は導電性であればよく公知の
材料が用いられる。
【００５２】
　（接合部材）
　接合部材は、導電部材と、発光素子とを電気的に接続させると共に、発光素子を導電部
材上に固定させるための部材である。接合部材は、少なくとも発光素子の電極と導電部材
との間に介在するように配置される。接合部材の材料としては、例えば、Ｓｎ－Ｃｕ、Ｓ
ｎ－Ａｇ－Ｃｕ、Ａｕ－Ｓｎなどのハンダ材料や、金などの金属バンプ、異方性導電ペー
ストなどがある。
【００５３】
（第１波長変換部材及び第２波長変換部材）
　第１波長変換部材及び第２波長変換部材は、発光素子が発する第一ピーク波長の光を、
この第一ピーク波長とは波長の異なる第二ピーク波長の光に波長変換する部材である。本
明細書で波長変換する部材とは第一ピーク波長と第二ピーク波長の差が１０ｎｍより大き
いものとする。
【００５４】
　第１波長変換部材としては、アルミニウムを含み励起されるものであればよい。例えば
、Ｅｕ、Ｃｅ等のランタノイド系元素で主に賦活される窒化物系蛍光体・酸窒化物系蛍光
体・サイアロン系蛍光体、アルカリ土類金属アルミン酸塩蛍光体、Ｃｅ等のランタノイド
系元素で主に付活される希土類アルミン酸塩蛍光体、又はＥｕ等のランタノイド系元素で
主に賦活される有機及び有機錯体等から選ばれる少なくともいずれか１以上であることが
好ましい。
【００５５】
　詳細には、セリウムで賦活されたイットリウム・アルミニウム・ガーネット系蛍光体（
Ｃｅ：ＹＡＧ）；セリウムで賦活されたルテチウム・アルミニウム・ガーネット系蛍光体
（Ｃｅ：ＬＡＧ）；ユウロピウム及び／又はクロムで賦活された窒素含有アルミノ珪酸カ
ルシウム系蛍光体（ＣａＯ－Ａｌ２Ｏ３－ＳｉＯ２）；βサイアロン蛍光体、ＣＡＳＮ系
蛍光体、ＳＣＡＳＮ系蛍光体等の窒化物系蛍光体などが挙げられる。
【００５６】
　第２波長変換部材は粒子状の母材と、母材の表面を覆う被覆部材とを備える。被覆部材
の形成方法は蒸着等の公知の方法を用いることができる。母材の材料としては、第一ピー
ク波長とは波長の異なる第二ピーク波長の光に波長変換する材料であればよい。母材の材
料としては第１波長変換部材に用いることのできる材料だけでなく、アルミニウムを含ま
ない材料を用いてもよい。アルミニウムを含まない母材の材料としては例えばユウロピウ
ムで賦活されたシリケート系蛍光体、ＫＳＦ系蛍光体等が挙げられる。尚、ユウロピウム
で賦活されたシリケート系蛍光体、ＫＳＦ系蛍光体でもアルミニウムを含む場合には第１
波長変換部材に用いてもよい。
【００５７】
　第２波長変換部材の被覆層の材料としては、アルミニウムを含み透光性を有するもので



(10) JP 6288061 B2 2018.3.7

10

20

30

40

50

あればよい。被覆層の材料としては、例えば酸化アルミニウムが挙げられる。
【００５８】
　第２波長変換部材はアルミニウムを含む被覆層に覆われているので、同じ粒径で同じア
スペクト比の第１波長変換部材と第２波長変換部材を比較した場合に、第１波長変換部材
同士の密着性よりも第２波長変換部材同士の密着性を高くすることができる。電着浴液の
電解質として硝酸マグネシウムを用いる場合には、硝酸マグネシウムは電着時の化学反応
により水酸化マグネシウムに変化する。この水酸化マグネシウムが発光素子と、第１波長
変換部材と、第２波長変換部材と、充填部材と、を結着する役割をする。このため、電着
時に電解質である硝酸マグネシウムが多く付着すると密着性が高くなる。
【００５９】
　第２波長変換部材はアルミニウムを含む被覆層に覆われているので、同じ粒径で同じア
スペクト比の第１波長変換部材より電着時に帯電しやすくできる。帯電しやすくした第２
波長変換部材は第１波長変換部材より電解質である硝酸マグネシウムが多く付着するので
、第２波長変換部材同士の密着性を第１波長変換部材同士の密着性より高くできる。
【００６０】
　上述したように粒径が大きいほど波長変換部材の光取り出し効率は向上するので、波長
変換部材の粒径は大きい方か好ましい。同じ粒径で同じアスペクト比の第１波長変換部材
よりも第２波長変換部材の密着性を高くすることができるので、第２波長変換部材の粒径
を第１波長変換部材の粒径より大きくする方が好ましい。第１波長変換部材の粒径を第２
波長変換部材の粒径より大きくした場合よりも発光素子と波長変換層の密着性を向上させ
ることができる。
【００６１】
　また、第２波長変換部材のアスペクト比は第１波長変換部材のアスペクト比よりも大き
い方が好ましい。同じ粒径で同じアスペクト比の第１波長変換部材よりも第２波長変換部
材の密着性を高くすることができるので、第２波長変換部材のアスペクト比を第１波長変
換部材のアスペクト比より大きくする方が好ましい。第１波長変換部材のアスペクト比を
第２波長変換部材のアスペクト比より大きくした場合よりも発光素子と波長変換層の密着
性を向上させることができる。
【００６２】
　第１波長変換部材の粒径は３．０μｍ～９．５μｍが好ましい。第１波長変換部材の粒
径が３．０μｍより小さい場合は、発光素子から出射された光が第１波長変換部材によっ
て散乱されやすくなるので発光装置の出力が低下するおそれがある。第１波長変換部材の
粒径が９．５μｍより大きい場合は、第１波長変換部材と発光素子とが接する点の間隔が
広くなり波長変換層と発光素子の密着性が低下するおそれがある。
【００６３】
　第２波長変換部材の粒径は５．５μｍ～１２．０μｍが好ましい。第２波長変換部材の
粒径が５．５μｍより小さい場合は、発光素子から出射された光が第２波長変換部材によ
って散乱されやすくなるので発光装置の出力が低下するおそれがある。第２波長変換部材
は被覆部材によって覆われているため第１波長変換部材より発光素子から出射された光を
散乱しやすい。このため、第２波長変換部材の粒径は第１波長変換部材の粒径より大きい
方が好ましい。
【００６４】
　第２波長変換部材の粒径が１２．０μｍより大きい場合は、第２波長変換部材と発光素
子の密着性が低下するおそれがある。第２波長変換部材は被覆部材によって覆われている
ため同じ粒径で同じアスペクト比の第１波長変換部材よりも密着性を高くできる。このた
め、第２波長変換部材は第１波長変換部材の粒径より大きい粒径を用いることができる。
【００６５】
　（充填部材）
　充填部材はアルミニウムを含み、実質的に発光素子からの光で励起されない材料であれ
ばよい。尚、本明細書における「実質的に発光素子からの光で励起されない」には、全く



(11) JP 6288061 B2 2018.3.7

10

20

30

40

50

励起されない場合のほか、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で励起される場合も含まれる。
つまり、充填部材は波長変換部材等のような意図して発光素子からの光で励起される材料
以外の材料を用いることができる。
【００６６】
　充填部材は実質的に発光素子からの光で励起されない部材であればよく、第１波長変換
部材及び第２波長変換部材より発光素子からの光を吸収しにくい部材を適宜選択できる。
このため、波長変換層が第１波長変換部材及び第２波長変換部材の粒径よりも小さい充填
部材を備えていても、光取り出し効率の低下を抑制することができる。充填部材の材料と
しては例えば、酸化アルミニウムが挙げられる。
【００６７】
　充填部材の粒径は、第１波長変換部材と第２波長変換部材の内で粒径が小さい方の粒径
の０．１倍以上０．７倍以下が好ましい。充填部材の粒径が、第１波長変換部材と第２波
長変換部材の内で粒径が小さい方の粒径の０．１倍より小さい場合は、発光素子から出射
された光が散乱されやすくなる。充填部材の粒径が、第１波長変換部材と第２波長変換部
材の内で粒径が小さい方の粒径の０．７倍より大きい場合は、充填部材が第１波長変換部
材と第２波長変換部材の粒子間に配置されにくくなる。
【００６８】
　充填部材の粒径は、第１波長変換部材と第２波長変換部材の内で粒径が大きい方の粒径
の０．０５倍以上０．５倍以下が好ましい。充填部材の粒径が、第１波長変換部材と第２
波長変換部材の内で粒径が大きい方の粒径の０．０５倍より小さい場合は、発光素子から
出射された光が散乱されやすくなる。充填部材の粒径が、第１波長変換部材と第２波長変
換部材の内で粒径が大きい方の粒径の０．５倍より大きい場合は、充填部材が第１波長変
換部材と第２波長変換部材の粒子間に配置されにくくなる。
【００６９】
　充填部材の粒径は０．３μｍ～９．０μｍが好ましい。充填部材の粒径が０．３μｍよ
り小さい場合は、発光素子から出射された光が充填部材により散乱されやすくなるので光
取り出し効率が低下するおそれがある。充填部材の粒径が９．０μｍより大きい場合は、
充填部材が第１波長変換部材と第２波長変換部材の粒子間に配置されにくくなり、波長変
換層と発光素子の密着性が向上されにくくなる。
【００７０】
　充填部材はアスペクト比が１．０に近いことで発光素子と波長変換層の密着性が向上さ
れやすくなる。充填部材のアスペクト比は１．０～１．３であれば、充填部材が第１波長
変換部材と第２波長変換部材の粒子間に配置されやすくなるためである。
【００７１】
　また、充填部材と第２被覆層と被覆部材の３種類が同じ材料の酸化アルミニウムで形成
されることが好ましい。このようにすることで、波長変換層と発光素子の密着性が向上す
るので好ましい。
【００７２】
（反射層）
　反射層を構成する光反射部材は、発光素子から出射された光、または波長変換層で波長
変換された光を効率よく反射させることができる材料が好ましい。例えば、発光素子から
出射された光のピーク波長において７０％以上反射させることができる材料がより好まし
い。また、発光素子から出射された光、または波長変換層で波長変換された光が透過、吸
収しにくい材料が好ましい。尚、光反射部材は導電部材が短絡しないために絶縁性の材料
であることが好ましい。
【００７３】
　光反射部材としては、光を反射し得る材料、例えば、ＳｉＯ２、ＴｉＯ２、ＺｒＯ２、
ＢａＳＯ4、ＭｇＯ等の粉末を用いることで、効率よく光を反射させることができる。こ
れらの材料は単独で又は２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【産業上の利用可能性】
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【００７４】
　本発明に係る実施形態は、発光素子から波長変換層が剥がれること抑制可能な発光装置
とすることができ、各種表示装置、照明器具、ディスプレイ、液晶ディスプレイのバック
ライト光源、さらには、ファクシミリ、コピー機、スキャナ等における画像読取装置、プ
ロジェクタ装置など、広範囲の用途に利用することができる。
【符号の説明】
【００７５】
　１０　波長変換部材
　２０　発光素子
　　２１　保持基板
　　２２　半導体層
　　２３　電極
　　２４　電極形成面
　　２５　光取り出し面
　　２６　第１被覆層
　　２７　第２被覆層
　３０　基体
　　３１　支持基板
　　３２　導電部材
　４０　接合部材
　５０　波長変換層
　　５１　第１波長変換部材
　　５２　第２波長変換部材
　　　５３　母材
　　　５４　被覆部材
　　５５　充填部材
　　６０　反射層
　　７０　透光性樹脂
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